
 
 

県民経済計算でみる地域別の経済動向（2） 

～経済活動別県内総生産に注目して～ 

木村  俊文  
 

要旨 
 

  

県内総生産全体では、製造業、サービス業、卸売・小売業、不動産業、建設業の 5業種が

付加価値を生み出す主要な産業となっている。14 年度までの過去 5 年間、東北では建設

業、中部・中国では製造業、九州・関東ではサービス業が地域の経済成長に大きく貢献して

きたことが確認された。 

 

はじめに 

本レポートは、内閣府の「県民経済計

算年報」に基づいて、地域別の経済動向

を概観する連載の第 2回目である。 

前回は、生産・分配・支出の主要 3 系

列のうち、分配（生産活動によって得ら

れた所得）の面から見た地域的な特徴を

確認した。今回は生産面に注目して、地

域の産業構造を把握する。次回は支出（消

費・投資）の面から地域別動向を分析す

る予定である。 

以下では、県内総生産全体の動きを確

認した後、主要産業の地域的な特徴を整

理する。 

なお、本レポートでは県内総生産は名

目を指すものとする。 

 

県内総生産の経済活動別の動向 

今回取り上げる県内総生産（生産側）

とは、県内の工場や事業所における生産

活動によって生み出された付加価値を合

計したものであり、産出額（製品出荷額

やサービスの売上総額）から中間投入（生

産のために投入された原材料や光熱水費

など）を差し引いて求められる。経済活

動別（産業別）に示されることから、産

業構造の変化を把握することができる。 

当然ながら、47 都道府県の県内総生産

の合計額（以下、全県計）は、国内総生

産の動きとほぼ一致する（図表 1）。 

まず、05 年基準・93SNA で現在公表さ

れている 01～14年度までの県内総生産全

体の動きを確認する（図表 2）。全県計の

内訳をみると、対象期間の前半において

は製造業が最も多くの付加価値（07 年度

に 109.0兆円、県内総生産全体の 20.4％）

を生み出していた。しかし、リーマン・

ショック（08 年 9 月）を境に製造業とサ

ービス業の順位が逆転し、その後の景気

回復局面においてもサービス業が製造業

を上回って推移している。 

また、付加価値額で第 3位だった卸売・

小売業も 08年度に増加基調の不動産業と
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順位が入れ替わり、その後も不動

産業は、多くの都道府県で住宅賃

貸業（ただし、持ち家の帰属家賃

を含む）が増加していることから、

卸売・小売業を上回って推移して

いる。 

さらに、東日本大震災後の復興

需要などを背景に建設業が 12 年

度に情報通信業を上回り、その後

も建設業は情報通信業を継続的に

上回っている。 

このように、行政機関など政府

サービス生産者を除けば、製造業、

サービス業、卸売・小売業、不動

産業、建設業の 5 業種が付加価値

を生み出す主要な産業となってい

る。 

 

地域別の動向 

つぎに、地域ブロック別に県内

総生産の伸び率に対する上記 5 業

種の寄与度を見てみる（図表 3）。 

リーマン・ショック後の持ち直

しが続く直近 5年間（10→14年度）では、

全県計の伸び率（3.5％）を最も押し上げ

たのは建設業（寄与度 1.0 ポイント）だ

った。次いでサービス業（0.9ポイント）、

製造業（0.6ポイント）、卸売・小売業（0.4

ポイント）、不動産業（0.3 ポイント）と

なった。 

地域別・産業別にみると、特徴的なの

は建設業、サービス業、製造業の 3 業種

である。このうち、建設業は 44の道府県

でプラス寄与となったが、とくに東北で

は東日本大震災後の復興需要を背景に岩

手・宮城・福島の 3県で大きく伸びた。 

また、サービス業は 43の都道府県がプ

ラス寄与だったが、なかでも九州では対

事業所サービス業（企業向けアウトソー

シングサービスなど）や対個人サービス

業（宿泊・飲食業など）の拡大を受けて

沖縄県の伸びが顕著だった。 

関東でもサービス業が付加価値額を押

し上げたが、埼玉県・千葉県・東京都で

は対事業所サービス業とともに公共サー

ビス業（介護保険によるサービスを含む

医療・保健衛生・介護など）も伸びてい

る。 

一方、製造業はプラス寄与となった府

県が 27と少なく、中部、中国の 2地域が

目立っている。中部は愛知県の輸送用機

械、すなわち自動車関連産業がけん引役

となって県内総生産を押し上げた。 
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図表2 県内総生産の経済活動別の推移（全県計）
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（注1）名目値。

（注2）「政府サービス生産者」は行政機関や社会保障基金など、また「対家計民間非営利

サービス生産者」は私立学校や宗教法人などが含まれる。

（年度）



 
 

また、中国地域の製造業では、

一般機械や鉄鋼、輸送機械など

が伸びた広島県に加えて、化学

工業が集中する山口県の伸びが

著しかった。 

一方、マイナス寄与が大きか

った九州の製造業は、長崎県（輸

送用機械など）、大分県（鉄鋼・

非鉄金属など）、鹿児島県（食料

品・窯業・土石など）の 3 県が

落ち込んだことから、県内総生

産を押し下げた。 

ちなみに、同期間（10→14 年度）の農

林水産業については、県内総生産に占め

る割合が高い北海道や鹿児島県など 10の

道県でプラス寄与となったが、全県計で

はわずかに総生産全体を押し下げた。 

なお、県内総生産の産業別構成比につ

いては、図表 5を参照されたい。 

このように、建設業は東日本大震災と

いった特殊要因による影響が大きいとみ

られるものの、製造業とサービス業につ

いては地域間で差異が生じており、その

背景には産業集積の度合いや人口構造

（人口規模と年齢構成）などが影響して

いると考えられる。 

 

愛知県の産業構造 

最後に、製造業の影響が大きい愛知県

の産業構造を見てみたい。 

直近の愛知県の県内総生産は 36.0兆円

と全県計の 7.4％を占め、東京都（94.9

兆円）、大阪府（37.9兆円）に次ぐ全国第

3位の経済規模である。ただし、製造業に

限ってみれば、愛知県は 12.0 兆円と、第

2位の東京都（6.5兆円）に大差をつけて、

全国 1位となる。 

製造業の内訳では、愛知県は 14業種の

うち、繊維、窯業・土石、鉄鋼、一般機

械、輸送用機械の 5 業種が付加価値で全

国 1 位である。なかでも、輸送用機械の

割合（製造業の 55％、県内総生産の 2 割

弱を占める）が高く、前述の業種

を含めた自動車関連産業が地域

の中核産業となっている。 

図表 4は、愛知県の経済成長率

に対する製造業の寄与度を示し

たものである。特徴的な局面を見

てみると、まずリーマン・ショッ

ク前の 06年度は前年比 3.9％（全

県計は同 1.3％）と、米国向け自

動車輸出が好調となったことを

受けて高い成長率を遂げた。しか
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図表4 愛知県の県内総生産（名目）の推移
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（注）名目値。



 
 

し、リーマン・ショック時の 08年度は同

▲11.0％（全県計は同▲4.5％）と、世界

同時不況を受けて自動車輸出が激減し、

未曾有の生産調整が行われたことから、

大きく落ち込んだ。また、リーマン・

ショック後の持ち直しが続く 12 年度

は同 4.8％（全県計は同▲0.2％）と、

東日本大震災によるサプライチェー

ン寸断からの立て直しに伴う自動車

生産の加速により堅調な伸びとなっ

た。 

図表 1～2 からも明らかなように、

景気変動に敏感に反応するのは製造

業であり、その比重が大きい愛知県は、

成長率が上下に触れる傾向が強いと

いえる。 

 

まとめ 

以上のとおり、生産面に注目して地

域の産業構造を見てきた。 

特徴をまとめると、14 年度までの

過去 5年間、東北は震災後の復興需要

で建設業が最大のけん引力になって

いる。一方、中部と中国では製造業が、

また九州と関東ではサービス業が付

加価値の増加に最も寄与しているこ

とが確認された。 

 

実数

都道府県

名目県

内総生

産
（兆円）

農林

水産

業

製造

業

建設

業

卸売・

小売

業

不動

産業

サービ

ス業
その他

北海道 18.5 4.1 8.6 8.1 13.4 12.0 21.6 32.1

青森 4.4 3.9 14.1 7.6 11.6 12.5 19.3 30.9

岩手 4.6 3.1 12.3 16.0 9.9 12.3 18.0 28.4

宮城 8.9 1.1 13.1 13.3 13.0 13.4 19.0 27.2

秋田 3.5 2.8 13.0 6.9 10.4 15.6 20.0 31.3

山形 3.8 3.4 18.9 6.7 9.9 14.7 18.5 27.9

福島 7.4 1.3 21.9 12.8 8.5 9.1 17.7 28.7

茨城 11.6 1.9 29.8 5.9 9.1 11.8 17.0 24.5

栃木 8.2 1.4 34.8 4.7 9.7 11.7 18.1 19.6

群馬 8.0 1.3 35.0 5.3 10.0 11.3 16.3 20.7

埼玉 20.9 0.6 18.4 6.3 12.1 19.4 18.8 24.4

千葉 20.0 1.1 15.4 6.1 9.8 18.6 19.7 29.3

東京 94.9 0.1 6.9 4.4 19.8 12.9 21.1 34.9

神奈川 30.3 0.2 16.3 4.9 10.5 18.9 20.7 28.4

新潟 8.7 1.8 18.2 6.9 11.3 15.0 17.9 28.9

富山 4.5 0.8 26.6 7.5 10.8 13.6 14.3 26.3

石川 4.6 0.8 20.9 6.2 12.4 12.9 19.6 27.2

福井 3.1 0.9 21.4 7.7 9.9 13.8 18.3 28.1

山梨 3.1 1.7 24.2 7.5 9.4 13.3 18.6 25.2

長野 7.9 1.8 25.2 5.4 8.6 13.7 18.7 26.5

岐阜 7.2 0.9 24.3 6.1 9.8 13.1 19.3 26.4

静岡 15.4 1.0 34.8 5.2 7.8 10.9 16.4 24.0

愛知 36.0 0.4 33.4 4.7 12.9 11.0 16.2 21.4

三重 7.7 1.1 34.7 5.5 9.2 10.1 15.9 23.5

滋賀 5.8 0.6 35.4 4.6 7.3 15.5 15.2 21.5

京都 10.1 0.4 21.0 5.3 11.0 16.3 19.6 26.2

大阪 37.9 0.1 14.2 4.0 17.5 13.9 21.5 28.7

兵庫 19.8 0.5 22.3 4.8 10.4 16.6 19.3 26.1

奈良 3.5 0.6 15.9 5.0 8.8 18.1 22.2 29.2

和歌山 3.6 1.8 23.6 8.5 10.4 12.2 16.4 27.2

鳥取 1.8 2.1 10.2 7.5 10.1 15.2 19.9 34.9

島根 2.4 1.6 13.8 9.5 8.9 13.5 19.1 33.6

岡山 7.2 1.0 25.6 4.8 10.4 13.3 18.8 26.1

広島 11.2 0.7 24.3 4.6 13.3 12.0 18.9 26.4

山口 6.0 0.6 32.3 6.0 7.5 10.4 16.4 26.8

徳島 3.0 1.9 26.9 5.7 8.8 11.3 16.9 28.6

香川 3.7 1.2 18.5 5.7 14.0 13.5 20.2 26.7

愛媛 4.8 1.9 19.4 5.5 11.4 13.4 18.7 29.8

高知 2.3 4.0 7.5 7.9 11.1 12.6 23.9 33.0

福岡 18.1 0.7 13.1 5.9 14.2 13.7 23.1 29.3

佐賀 2.7 2.6 21.0 7.0 8.3 12.4 18.6 30.0

長崎 4.3 2.6 9.4 6.7 11.3 13.8 23.3 32.9

熊本 5.6 3.4 16.1 5.7 10.8 13.0 21.9 29.1

大分 4.1 2.2 22.6 6.0 8.6 12.2 18.5 29.9

宮崎 3.6 4.3 14.1 8.2 10.8 11.7 21.5 29.3

鹿児島 5.3 3.7 11.3 6.2 11.3 11.5 22.0 34.1

沖縄 4.1 1.5 4.0 9.6 10.4 12.2 27.1 35.1

全県計 514.3 1.0 18.4 5.8 13.0 13.8 19.6 28.5

（資料）内閣府「県民経済計算年報」

（注）太字網掛けは「上位5位まで」、斜体は「下位5位まで」を示す。

図表5　県内総生産の主な産業別構成比（2014年度）

構成比（％）




